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では 1989 年の 2305 トンをピークに減尐し、ここ数年では 1000 トンを下回っている
（図 1-2）。この漁獲量の 4 割以上、生産額の約 6 割を占めるシャコの年間漁獲量は






 この状況に危機感を感じた漁業者は、2006 年 6 月ごろから自主的にシャコを対象
とした漁業の禁漁を実施している。これに加え、神奈川県による「神奈川県東京内湾
海域小型機船底曳網漁業包括的資源回復計画」に基づき、禁漁区の設置、小型魚の水
揚げ制限、シャコ漁業の 2007 年からの３年間（2010 年まで）の禁漁、漁具の改良や
休漁漁船を活用した漁場清掃等の、シャコ資源の回復を目指した措置がとられている
（神奈川県環境農政部水産課,2007）。また、この期間中、定期的に（1 か月に 1 回、
ないしは 2 か月に 1 回）、神奈川県は小型底曳網船 3 隻を傭船し、資源調査を行って







は 1995 年から 2005 年までの漁獲物データを用い、体長組成モデルから加入量を推
定した。さらに、推定された加入量から再生産関係を明らかにし、資源診断を行った。
その結果、1999 年の再生産成功率が低いとしている。しかし、上記の研究では漁獲













われている東京湾の貧酸素水塊の出現状況と第 4 章までの結果との関係を考察した。 
 
1-2 シャコの生物学的特長 
 シャコ Oratosquilla oratoria は節足動物門甲殻綱口脚目シャコ科に属する海産生
物で、英名を mantis shrimp という。分布域は、北海道を含む日本各地，韓国，中
国および台湾である。本種は、内湾の潮間帯から水深 30m 程の砂泥底地に大小二つ
の開口部がある U 字型の巣穴を掘り、そこに棲む。 
東京湾における分布 
 東京湾におけるシャコの分布域は、1980 年代に入って北に拡大し、特に、1977 年





低酸素水塊は 5 月下旪から 6 月上旪頃に湾奥部で発生し、６～7 月期にかけて小型底
曳網の漁場域（扇島沖～観音崎沖にかけての神奈川県よりの海域）まで及ぶ。（矢沢・





Kodama et al.(2004)は、最小成熟体長は７cm 以上８cm 未満としている。さらに、










て、変態着底する。着定時の体長は 1.6cm 前後、その後１年で 15 齢期（14 回脱皮）
となり、体長 11.0cm ほどに成長し、漁獲対象の体長となる。（大富・清水 1994） 
 成長について、中田（1990）は、産卵盛期を６月とした年齢と体長の関係は、１歳




 東京湾内湾を操業区域とする小型機船底曳網漁業の許可隻数は平成 16 年度には合
計 108 隻である。本漁業はビームトロールを用いて操業している。使用するビームの


















大は大ケースに 8 匹、大は大ケースに 10 匹、中は小ケースに 10 匹、マル中は小ケー
スに 11 匹のシャコが詰められ出荷される。このケースは「枚」という卖位で数えら
れる。2004 年の時点での銘柄別年間平均価格は年内でも多尐の変動があるものの、
特大 627 円/枚、大 563 円/枚、中 502 円/枚、マル中 298 円/枚となっている。出荷さ
れた漁獲物の総売上金額の 93％が漁業者の収入となり、７％が漁協の収入（販売手
数料）になる。 






































































































































は 3 歳のものが多いとされている。平塚（2007）は、体長組成法により Kodama et 








Pauly and Gaschutz の成長式 
雌 Lt = 13.99  1 − exp  −1.102 t + 0.248 −  
0.827
2π
 sin 2π  t − 0.134    
雄 Lt = 15.68  1 − exp  −0.898 t + 0.252 −  
0.566
2π









 本章では 2006 年７月から 2009 年 9 月まで重要水産資源回復推進事業の一環とし
て神奈川県水産技術センターが行ったシャコ資源調査と、1995 年 2 月から 2005 年 9
月まで行われた漁船の船上調査で得られたシャコの体長を用いた。重要水産資源回復
推進事業の一環として実施されたシャコ資源調査は、月に一回、柴支所所属の小型底




2007 年 7 月までは菱目、9 月以降は、角目の袋網で調査を行った。さらに、袋網末















定した。しかし、中田（1989）は寿命を 3.5 年以下、Kodama et al.(2005)はリポフ
スチンを用いた年齢査定によって、漁獲物は 4 つの年級群で構成されているとしてい
る。また、平塚（2007）も、加入量を推定するための個体群動態モデルではシャコの
寿命を 5 歳としている。そこで本研究では、シャコの寿命を 5 歳と仮定し、新規加入
個体が入網しはじめる 10 月から 5 月までは 5 年級群が、5 歳を迎えたシャコが寿命
を迎え、当年生まれのシャコが入網しない 6 月から 9 月までは 4 年級群が、体長組成
に含まれているとして、混合正規分布のパラメータを推定した。シャコの体長組成を





















i pp  
である。ここで、 i と j は、それぞれ年級と体長階級を表す。さらに、 jx と ip は、そ
れぞれ体長階級 j における階級値 (cm)と年級 i における混合率である。また、
),( 2iixN  は年級 iにおける平均 i (cm)、標準偏差 i (cm)の正規分布を表す。体長組











)42()( j jxFF  
である。パラメータの推定には最尤法を用いた。ある個体が体長階級値 1x である確率
は )( 1xg である。体長階級値 1x , 2x にそれぞれ 1n , 2n 尾がいる確率は独立事象であるの
で、体長階級値 1x に 1n ,尾、体長階級値, 2x に 2n 尾がいる確率は 21 )()( 21
nn
xgxg  となる。






























j xgxFL  
となる。 
 式（2-1）は体長階級値 jx のときの )( jxf となるときの確率を表し、離散分布となる。
これを連続分布である混合正規分布の面積に近似させるため、この確率に体長階級幅
h を乗じ 
)72()()(  hxgxc jj  
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j xcxFL  




モデルには、次の周期関数を用い拡張した Von Bertalanffy の成長曲線を用いた。 








)(2cos1)( 1ttAtf    
である。ここで、 tL は t月の体長(ｃｍ)、 L は極限体長（ｃｍ）、k は環境収容力、 A
は振幅、 1t は周期関数 )(tf が最大となる月、ｔ
0
は補正項であり体長が 0 となる月を表





tntkLS   
  )102()))]()((exp[1( 20   tFtFkLLn tt t  
となる。ここで、 tn は t 月における標本数である。この残差平方和を最小にする L 、








を表す正規分布に分解した（図 2-2）。その際、体長組成は 5 年級群で構成されている
 13 
 
と仮定した。ただし、6 月から 10 月までの期間は最小サイズの年級は漁獲されない
とした。4 年級群の場合、平均体長の小さな年級群から赤色、黄色、青色、緑色に、
5 年級群の場合は赤色、黄色、青色、緑色、紫色に分類した。この図からは主に各月




Lt = 14.4(1 − exp  −0.498 F t − F −0.555   )  （2-11） 
F t = t +
−0.864
2π
sin2π(t − 0.0222) 
となる。この成長曲線から、東京湾のシャコは、満１歳で8.1cm、満２歳で10.5cm、
満 3 歳で 12cm、満 4 歳で 13cm に成長することが分かる。さらに、漁獲対象となる
体長 11 ㎝に達するのは 2 歳 4 か月の時であった。 
 蛍光色素リポフスチンを年齢形質とし年齢推定を行った Kodama et al.(2005)や体
長組成が 3 年級群で構成されているとして年齢査定を行った平塚（2007）の結果と比
較すると、59カ月目以前において本研究の結果の方が体長に達する年齢が小さかった。
大富・清水（1988）によると、シャコの体長は満１才の時に 10 ㎝、2 歳の時に 12cm、
3 歳の時に 14cm、4 歳の時に 1５cm に達する。また、中田（1986）は、東京湾にお
けるシャコの成長曲線（von Bertalanffy の成長曲線）を推定し、極限体長L∞、成長
係数K、体長 0cm の年齢t0および極限体重 W∞を、それぞれ 17.28cm、0.5441、0.0861
年および 2.35g を得ている。これから、各年齢の体長は 1 歳で 7.7cm、2 歳で 11.7cm、
3 歳で 14.1cm、4 歳で 15.4cm となる。また、石岡ら（1981）は、大阪湾におけるシ
ャコの成長曲線を 
Lt = 19.57 1 − exp⁡ −0.664 t − 0.665    





 表 2-2 と図 2-4 に、本研究で推定された成長曲線、平塚(2007)と大富・清水（1988）
が推定した成長曲線および大富（1994）と浜野（2005）が推定した周期関数を組み
込んだ成長曲線を示した。なお、大富（1994）は Pauly and Gaschutz の成長式を、

























 Hamano and Morissy(1992)と Kodama et al.(2005)は、漁獲対象となる体長であ
る 11cm の個体は、3 歳のものが多いと報告している。Kodama et al.(2005)は、8 月
の 1 ヶ月間、リポフスチン濃度によるシャコの年齢査定を行った。リポフスチン濃度
による年齢査定は、近年多くの甲殻類で行われており、有力な解析方法であるとされ
ている(Kodama et al. 2005)。本研究で推定された成長式によれば、漁獲対象となる
体長の 11cm に達するのは孵化後 2 年 6 ヶ月であった。本研究で得られた漁獲開始年
齢は、他の研究よりも若干早く推定された。しかし、本研究で 11cm に達すると推定
された 2 年 6 カ月後は暦月では 12 月であり、東京湾のシャコ漁業では不漁期にあた
る。シャコの漁獲量が最も多い時期は、6 月から 7 月の初夏であり、その時に漁獲対











Lt = 16.42(1 − exp⁡ −0.398(t − 2.54)  
大富・清水(1988)、メス 
Lt = 20.36(1 − exp⁡ −0.312(t − 2.227)  
平塚(2007) 
Lt = 15.7(1 − exp⁡ −0.0342(t + 1.15)  
浜野(2005)、Bertalanffy、オス 
Lt = 15.05(1 − exp⁡ −0.0424(t + 3.219)  
浜野（2005）Bertalanffy、メス 
Lt = 15.25(1 − exp⁡ −0.0389(t + 3.418)  
浜野（2005）Picher and MacDonald、オス 
Lt = 15.401  1 − exp  −0.073293 sin 
2π t − 1.1943 
12
 − 0.038290 t + 4.7828    
浜野（2005）Picher and MacDonald、メス 
Lt = 15.559  1 − exp  −0.061759 sin 
2π t − 1.7111 
12
 − 0.035353 t + 5.0561    
大富（1994）、オス 
Lt = 13.99  1 − exp  −
1.102
12
 t + 0.248 −  
0.827
2π
 sin2π t − 0.134    
大富（1994）、メス 
Lt = 15.68  1 − exp  −
0.898
12
 t + 0.252 −  
0.566
2π
 sin2π t − 0.114    
本研究 
Lt = 14.3804  1 − exp  −0.4977  F  
t
12
 − F(−0.5552)    
F t = t −
0.8643
2π
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（1989）は標識採捕によって得られたデータに Baily 法を適用し、加入量を 3863～7397
トンと推定した。中田（1990）は 1984 年から行ている生物学的測定データのうち 1989
年までのデータを用いて石岡ら（1981）の解析方法によって加入量を 810446.1  尾と
推定した。児玉ら（2003）は各銘柄間の漁獲枚数での CPUE の相関関係を分析し、銘




法によりシャコの加入尾数を 1993 年７～９月の CPUE と漁獲尾数を使い、7 月の資
源尾数は 900 万尾、1993 年 10 月～1994 年３月の CPUE を用いて 10 月の加入尾数を
1700 万尾と推定している。丁（1996）は 6 月を加入月とし、年間加入量を 2000 万尾
から 3000 万尾で推移するとしている。石井（2002）は、DeLury 法により加入時の漁
期初資源量を推定し、約 1150～2210 万尾としている。平塚（2007）は体長依存型資
源動態モデルを作成し、conditioning により加入尾数の推定をしている。 



























加入時の体長組成 体長組成モデルにおいて、シャコの最大体長を 2 章で求めた成長
曲線のパラメータの L∞から 14.4cm、体長階級幅hを 0.5cm および体長階級数 jを 32
とした。本章では、加入時の体長分布 )(xf は以下の正規分布に従うとした。 
𝑓 𝑥 ~𝑁(𝐿13 ,𝜎𝐿13
2 ) 
ここで、x、L13 および𝜎𝐿13は、それぞれ体長（cm）、産卵から 13 ヶ月後の理論体長(cm)
および産卵から 13 ヶ月後の体長の標準偏差(cm)である。ここで、L13 は式(2-11)より得
た 8.06cm とした。また、しかし、L13 は、式(2-11)から計算した外挿値であり、分散σL13が




















  ,  j=1,2,…,32  （3-2） 
とした。これに𝑦年の加入尾数 Ny を乗じて、 
𝑁𝑦 ,𝑗 = 𝑁𝑦
𝑓(𝑥𝑗 )∙𝑕
𝐹
  ,  j=1,2,…,32  （3-3） 
体長階級𝑗の個体数の頻度 Ny,j を求めた。よって、𝑦年の総加入尾数 Ny は、 
𝑁𝑦 =  
𝑁𝑦 ∙𝑓(𝑥𝑗 )∙𝑕
𝐹𝑗
  （3-4） 
となる。 
成長と成長移行確率 t月における体長 tL (cm)は、２章で得られた von Bertalanffy の成
長曲線である式(2-11)、 
𝐿𝑡 = 14.3804 1 − 𝑒𝑥𝑝 −4977(𝐹 𝑡 − 𝐹 −0.552 )    （2-11） 
で求められる。したがって、１ヶ月間の平均成長量 L は、 
∆𝐿𝑡     = 𝐿𝑡+1 − 𝐿𝑡  
∆𝐿𝑡     = 𝐿𝑡+1 − 𝐿𝑡 =  1 − 𝑒𝑥𝑝 −𝑘  (𝐿∞ − 𝐿𝑡) 
 43 
 
=  1 − 𝑒𝑥𝑝 −0.4977  (14.3804 − 𝐿𝑡)  (3-5) 
となる。また、１ヶ月間の成長量の分布は、以下の通り成長量∆𝐿𝑡は、∆𝐿    を平均、𝜎∆𝐿
2  
(cm2)を分散とする正規分布に従うとした。 
∆𝐿𝑡~𝑁(∆𝐿𝑡     ,𝜎∆𝐿𝑡     
2 )  （3-6） 
式(3-8)も計算のために離散分布に変更する必要がある。そのために、成長量の上限と
下限を以下のように仮定した。 
∆𝐿𝑡     − 3𝜎∆𝐿𝑡 < ∆𝐿𝑡
     < ∆𝐿𝑡     + 3𝜎∆𝐿𝑡       （3-7） 
すると、成長量階級 o の確率𝑃(∆𝐿𝑡 ,𝑜)は、成長量階級幅𝑑𝑑 (cm)とおよび成長量階級 o
における階級値∆𝐿𝑡 ,𝑜  (cm)の確率を用いて、 








 ∆𝐿𝑡 ,𝑜−∆𝐿𝑡      
2
2𝜎∆𝐿𝑡
2  × 𝑑𝑑  （3-8） 
となる。ただし、𝐹𝑔𝑡は、全ての体長階級での合計で、 
𝐹𝑔𝑡 =  𝑓 ∆𝐿𝑡 ,𝑜 × 𝑑𝑑𝑜𝑖   (3-9) 
と表される。𝑡月の各体長階級の全ての個体の体長はその体長階級の階級値とし、こ
こで定義した成長量とその確率に従い成長する。つまり、𝑡月に体長階級𝑗に属する個
体が(t+1)月に体長階級 j+に成長すると、(t+1)月における体長階級 j+の体長 xt+1,j+α
は、 
𝑥𝑡+1,𝑗+𝛼 = 𝑥𝑥 ,𝑗 + ∆𝐿𝑡 ,𝑜  （3-10） 
となる。また、𝑡月に体長階級𝑗に属する個体数𝑛𝑡 ,𝑗のうち、(t+1)月に体長階級 j+に移
る確率を𝑝𝛼とすると、(t+1)月に体長階級 j+に属する個体数𝑛𝑡+1,𝑗+𝛼は、 
𝑛𝑡+1,𝑗+𝛼 = 𝑛𝑡 ,𝑗 × 𝑝𝛼  （3-11） 
となる。ここで𝑝𝛼は、 
𝑝𝛼 =  𝑃(∆𝐿𝑡 ,𝑜)t   （3-12） 
であり、 
𝑥𝑡 ,𝑗+𝛼
𝑙𝑜𝑤𝑒𝑟 ≤ 𝑥𝑡 ,𝑗 + ∆𝐿𝑡 ,𝑜 ≤ 𝑥𝑡 ,𝑗+𝛼





ならい自然死亡係数 m(/月)は 0.05 とした。したがって、漁獲の影響を含まない月間生
残率 S は、 
meS    （3-14） 






   （3-15） 
で求めた。ここで、F は漁獲係数(/月)を表す。 
漁具選択性と漁業者水揚選択性 体長階級値 jx に対する漁具による各体長毎の漁獲
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されやすさを示す漁具選択性曲線 )( jn xS として、石井（2001）より、 
𝑆𝑛 𝑥𝑗  =
1
 1+𝑒𝑥𝑝  −1.61∙𝑥𝑗+18.48  
0.35  （3-16） 
を用いた。また、体長階級値 jx に対する漁業者による漁獲選別を示す漁業者選択性曲
線 )( jl xS として、平塚(2007)より、 
𝑆𝑙 𝑥𝑗  =
1
 1+𝑒𝑥𝑝⁡(−2.73∙𝑥𝑗+31.18 
  （3-17） 
を用いた。これらの曲線を図 3-2 に示す。 
成長、死亡および漁獲過程 y 年 6 月の加入個体数 1,yN は体長階級ごとの個体数 ny,j
を要素とするベクトル 
𝑁𝑦 ,1 =  𝑛𝑦 ,1  𝑛𝑦 ,2  ⋯𝑛𝑦 ,32   （3-18） 
で表わされる。すると、漁獲が加わる直前の体長組成は、 
𝑁𝑦 ,2 =  𝑛𝑦 ,2,1𝑆  𝑛𝑦 ,2,2𝑆  ⋯𝑛𝑦 ,2,32𝑆   （3-19） 
となる。操業を行わない船上へひき上げられる体長階級値 x1 に属する個体数 cL は漁
獲率および漁具選択性から 
𝑐𝐿𝑦 ,2,1 = 𝑛𝑦 ,2,1 × 𝑆
2 × 𝐸 × 𝑆𝑛 𝑥1   （3-20） 
となる。したがって、2 ヶ月目（y 年 7 月）の総船上水揚個体の体長組成は 
𝑐𝐿𝑦 ,2 =  𝑐𝐿𝑦 ,2,1  𝑐𝐿𝑦 ,2,2   ⋯𝑐𝐿𝑦 ,2,32   （3-21） 
となる。1 章で述べたように、船上に水揚げされた漁獲物は漁業者により、商品とし
て水揚する個体と商品サイズに満たない個体に選別される。したがって、選別後漁獲
物のなかで、体長階級値 x1 に属し、漁業者による選別が行われた後の漁獲尾数 cR は、
漁業者選択率 Sl(xｊ)を用いると、 
𝑐𝑅𝑦 ,2,1 = 𝑐𝐿𝑦 ,2,1 × 𝑆𝑙 𝑥1  
= 𝑛𝑦 ,2,1 × 𝑆
2 × 𝐸 × 𝑆𝑛 𝑥1 × 𝑆𝑙 𝑥1    （3-22） 
となる。よって、2 ヶ月目（y 年 7 月）の総水揚漁獲個体の体長組成は、 
𝐶𝑅𝑦 ,2 =  𝑐𝑅𝑦 ,2,1  𝑐𝑅𝑦 ,2,2   ⋯𝑐𝑅𝑦 ,2,32   （3-23） 
となる。また、投棄尾数 discN は、船上水揚げと出荷水揚げの差であるので、 
𝑑𝑖𝑠𝑐𝑁𝑦 ,2,1 = 𝑐𝐿𝑦 ,2,1 − 𝑐𝑅𝑦 ,2,1 
= 𝑛𝑦 ,2,1 × 𝑆
2 × 𝐸 × 𝑆𝑛 𝑥1 × (1 − 𝑆𝑙 𝑥𝑙 )  （3-24） 
である。したがって、2 ヶ月目（y 年 7 月）の総投棄個体の体長組成は 







漁獲後の体長階級値 x1 に属する個体数は、 
ny,2,1 − cLy,2,1 + discny,2,1 × 0.7  （3-26） 







長と標準偏差も Kodama et al.(2006)の結果を用いた（表 3-1）。これらより、漁獲物体
長組成 )(xC は、 
𝐶 𝑥 = 𝑃𝐿𝐿𝑁 𝑥 𝜇𝐿𝐿 ,𝜎𝐿𝐿
2  + 𝑃𝐿𝑁 𝑥 𝜇𝐿 ,𝜎𝐿
2  
+𝑃𝑀𝑁 𝑥 𝜇𝑀 ,𝜎𝑀
2  + 𝑃𝑆𝑀𝑁 𝑥 𝜇𝐿 ,𝜎𝑆𝑀
2     （3-27） 
となる。だだし、𝑃𝐿𝐿 + 𝑃𝐿 + 𝑃𝑀 + 𝑃𝑆𝑀 = 1である。ここで、 )(xC は水揚げデータの確
率密度関数、P は各銘柄の混合率、μは正規分布の体長の平均値（cm）、σは正規分布




体長組成に変換した。モデルから得られた漁獲物の体長組成と 1991 年から 2005 年ま
での実際の銘柄別漁獲枚数から上記の方法で変換した漁獲物の体長組成との残差二
乗和が最小となるような 1989 年から 2005 年の加入量、および漁獲係数を、MSMCO
（Multi-Stage Monte Carlo Optimization）法を用い求めた。 
性比・産卵 本章では上記で求められる加入量と産卵量との関係、すなわち再生産成
功率（RPS，Recruitment per Spawning）についても検討した。そのために、性比と産
卵量も重要な情報である。性比については平塚（2007）より 1：1 とした。 
 次に、再生産成功率を次の通り求めた。まず、親の体長と産卵量の関係として、
Kodama(2004)より 
𝐹𝑒 𝑥𝑗  = 58.4𝑥𝑗
2.79  (xj>7cm) （3-28） 
を用いた。なお、Fe(xj)は体長階級値 xj (cm)の 1 個体あたりの産卵量である。ここで、
最小成熟体長を 8cm とし、それより大きい個体は全て成熟すると仮定した。この仮定
より、産卵親魚量（SSB，Spawnig Stock Biomass）、すなわち y 年における成熟個体数
MNy は、 
𝑀𝑁𝑦 =   𝑛𝑦−𝑖 ,𝑗𝑗𝑖   𝑖 = 1,2,3    𝑗 = 16,17,18,⋯ ,32   （3-29） 
と表される。ここで、ny-i,j は y-i 年生まれの体長階級 j における個体数である。よっ










𝑅𝑦 = 𝐸𝐺𝐺𝑦−1 × 𝑒
−𝑀𝑦  （3-31） 




     （3-32） 
で計算される。RPSy は、前年の親個体が産んだ卵が、浮遊幼生を経て、1 年後に加
入するまでの生残率を表す。本章で用いた記号は表 3-1 にまとめて示した。 
 
3-3 結果と考察 本章では、1989 年から 2005 年までの加入尾数を推定した。卵数
のシードを変えて加入尾数推定のためのトライアルを 31 回実行し、それぞれのトラ
イアルで推定した加入尾数の平均値を推定値とした。ただし、古いコホートと最近の
コホート、すなわち、1989,1990,1991,2004 および 2005 年は、漁獲量のデータに全
ての年級群が含まれないため（trancation effect）、推定値の信頼性は低くなるため削
除し、1992 年から 2003 年までの加入尾数の推定量のみを図 3-3 に示した。1993 年
の加入尾数が推定値の中では最も多く、2002 年の加入尾数が最も尐なかった。また、
推定加入尾数の年数に対する回帰直線計算すると、その回帰直線の傾きは-2.00×10６
(尾）、相関係数ｒ=0.591 となり、有意水準 5%で経年的な減尐傾向が認められた。 
 図 3-3 は推定された漁獲係数の経年変化を示したグラフである。1993 年の漁獲係
数が最も大きく 2003 年の漁獲係数が最も小さいことが分かる。漁獲係数の推定値の
年に対する回帰直線の傾きは-0.0205（/月/年）、相関係数 r は 0.745 と推定され、有
意水準 0.1％で経年的な減尐傾向が認められた。 

















 図 3-7 は実際の漁獲量と推定された漁獲量の経年変化を表す。2000 年の減尐の程
度、2001 年の減尐、2003 年の上昇については再現しきれなかったが推定された漁獲




 図 3-8 は、式(3-30)から求められた産卵量と推定された加入量の関係を表す。産卵
量 EGGｙと加入量 Ryの関係は、 
Ry=1×10-4x-6×105EGGｙ 
で近似でき、両者の間の相関係数ｒは 0.586 となった（有意水準５％）。 
 図 3-9 は再生産成功率 RPS の経年変化を示す。RPS は上下を繰り返しながら経年
的に減尐している。RPS と年数の間には、有意水準 10％で負の相関が認められ、相
関係数ｒは-0.597 となった。 















年的には減尐していた（有意水準 5%）。また、1998 年、2000 年および 2002 年の加
入量は他の年のそれに比べて尐なかった。特に、1997 年から 1998 年にかけて、加入
量は急激に減尐していた。そこで、推定された加入量を、1994 年から 1997 年と 1998
年から 2001 年の 2 期間に分け、両期間の加入量の平均値を比較した。すると、両期
間の加入量の平均値は、有意に異なっていた（有意水準 5%）。また、図 3-8 より、1997









1994 年、1997 年および 2001 年であった。これとは逆に、再生産性効率が高かった
年は 1992 年、1993 年、1995 年および 1996 年であった。最小と最大の再生産成功














































h：体長階級幅(0.5cm)  X j：体長階級 j の階級値(cm) 
Rｙ：ｙ年に加入する個体数（y-1 年産まれ） 
Ny,t：y 年 t]月の個体数 
ny,t,j：y 年 t 月体長階級 j の個体数 
discNy,t：y 年 t 月の投棄個体数 
discNy,t,j：y 年 t 月体長階級 j の投棄個体数 
CRy,t：y 年 t 月の水揚げ個体数 
cRy,t,j：y 年 t 月体長階級 j の水揚げ個体数 
CLy, t ： y 年 t 月の船上水揚げ個体数 
cLy,t,j：y 年 t 月体長階級 j の船上水揚げ個体数 




ΔLt：t 月における 1 ヶ月の体長量(cm) 
o：成長量階級を表す添字 
dd：成長量階級幅(0.05cm) 
lt,o：t 月における成長量階級 o の階級値(cm) 
C (xj)：漁獲物の混合正規分布 
















































































































































































































































































































































































































































































































船に対し、1977 年に 1 日当たりの漁獲量（出荷枚数）制限が、1978 年に漁獲努力量
規制である二操一休制が行われ始めた。また、商品サイズに満たない小型のシャコの


















本章では、2 章で求めた成長式、３章で使用した資源動態モデルおよび 1992 年か
ら 2003 年までの推定加入量と推定漁獲係数、再生産成功率を用いた。様々な漁獲係
数 F（/月）に対し、2030 年までの資源量と漁獲量をそれぞれ 100 回の試行によって




以降 2030 年まではこの Fc を基準に、その 60%から 120%までの範囲の F を用い（表
 67 
 
4-1）、それぞれの F について資源量と漁獲量を試算した。 
再生産成功率 t 年に 1 歳となる資源尾数 Rtは、t 年の産卵数 EGGt、卵から加入ま
での生後 1 年間の自然死亡係数を Mtとすると 
  𝑅𝑡 = 𝐸𝐺𝐺𝑡−1 × 𝑒
−𝑀𝑡  
と表せる。したがって、t 年の再生産成功率 RPSｔは 








して、既に得られている 1992 年から 2002 年の再生産成功率からランダムにリサン
プリングされた値を用いた。 
資源動態モデル 3 章で推定した 1992 年から 2003 年までは、推定された加入量を用
いた。2004 年以降の加入量については、次のように求めた。Kodama(2004)は、親の
体長と産卵数の関係として、 
     𝐹𝑒 𝑥𝑗  = 58.4𝑥𝑗









 ここで、実際には 2005 年からは実質的な禁漁が行われており、F = 0 とするのが





ついて検討した。8 通りの F に対し、それぞれ 100 回の試行を行って得られた 1993
年から 2030 年までの漁獲尾数の平均値を図 4-1-a に示す。また図 4-2 は様々な F に
対するそれぞれ100回のランダムサンプリングによって推定された1993年から2030
年までの資源量の平均値のグラフである。 
F が Fc、1.1Fc および 1.2Fc のとき、漁獲尾数は 2030 年までに次第に減尐した。漁




尾数はそれぞれ 2885 万尾、1941 万尾および 1347 万尾となった。また、図 4-2-b は
図 4-2-a の 2002 年から 2009 年までの部分を拡大したものである。Fc、1.1Fcおよび
1.2Fc の場合、2004 年から 2 年間の漁獲尾数は、他の漁獲係数の場合の漁獲尾数より
多くなった。2005 年の漁獲尾数は、漁獲係数を Fc、1.1Fc および 1.2Fc とした場合、
それぞれ 5.56×106尾、6.00×106尾および 6.03×106尾となった。したがって、漁獲
係数を Fc とした場合と比べて、漁獲尾数は、1.1Fc の時は 4.45×10５尾、1.2Fc の時
は 4.68×105尾多くなった。しかし、その増分は Fc とした場合の漁獲尾数の約 1％で
ある。しかも、漁獲量が一旦増加した後、漁獲量は減尐していく。そのため漁獲係数
を挙げることのメリットはない。 
漁獲係数を 0.9Fc とした場合、平均漁獲尾数は 2030 年まで全体的にほぼ横ばいで
あった。2030 年の推定漁獲尾数は 520 万尾となり、2004 年の漁獲尾数と比べると
11 万尾増加した。平均資源尾数も 2030 年まで全体的にほぼ横ばいであった。2030
年の推定資源尾数は 4441 万尾となり 2004 年の資源尾数と比べると 419 万尾下回っ
た。 
漁獲係数を 0.8Fc とした場合、漁獲尾数は経年的に徐々に増加し、2030 年では約
800 万尾となり、2004 年よりも約 300 万尾多くなった。資源量も同様に年々微増し
ていき、2030 年に 7113 万尾となった。 
漁獲係数を 0.7Fc と 0.6Fc とした場合、漁獲尾数は 2030 年まで増加を続けた。2030
年の時の漁獲尾数は、0.7Fc で約 1300 万尾、0.6Fc で 2250 万尾となった。2004 年の
漁獲尾数と比べると、漁獲尾数は 0.7Fc で約 800 万尾、0.6Fc で約 1700 万尾、増加し
とした。資源尾数は 2030 年まで増加していく傾向があり 2030 年の時点でそれぞれ 1
億 1924 万尾、2 億 3114 万尾となった。0.7Fc での結果は 2030 年の時点で 2004 年
の資源尾数の 2 倍となるという結果になった。 
漁獲係数を 0 とした場合、漁獲量は漁獲をしなくなるため 0 となった。資源量は大
幅な増加を続け、2030 年には約 324 億尾となった。図 4-2 では資源尾数の上限を 2
億 3000 万尾としているためそれを超えてしまう 2012 年以降は表示されていない。 
図 4-3 に、2006 年から 2009 年まで F = 0 とした時の資源量と資源回復計画内での
資源調査で得られた調査尾数との関係を示した。両者の間には有意な相関関係はなか
























表 4-1 資源量と漁獲量の試算に用いた漁獲係数 F 























































































































































































忌避しているとした。矢沢・池田（1988）は、1983 年から 1985 年にかけて東京湾
内に設定した 45 観測点における水温、塩分、溶存酸素量、リン酸およびリンを測定



























に追加されている。東京湾溶存酸素情報は、2005 年から 2009 年の 5 月から 11 月の
間で不定期に行われた 14 から 19 回の観測結果である。低層の溶存酸素量は、1 回の
観測で 5 から 15 地点で測定されている。ただし、観測ごとに観測地点が異なってい
るが、概ね 16 地点に分類できることから、地図に記されている観測地点を目視によ
って 16 地点に区分した。それらの地点は、風の塔北、風の塔单西、風の塔单西岸寄
り、D ブイ北東、D ブイ北西、D ブイ单、C ブイ北西、B ブイ北西、B ブイ单、B ブ
イ東、A ブイ東、5 番ブイ北、漁業内と漁港付近、7 番ブイ北西、7 番ブイ北東およ
び 7 番ブイ单西である（図 5-1）。このうちデータが豊富にあった風の塔北（地点 A）、
風の塔单西（地点 B）、D ブイ北東（地点 C）、D ブイ北西（地点 D）、D ブイ单（地
点 E）、B ブイ北西（地点 F）、5 番ブイ北（地点 G）、7 番ブイ北西（地点 H）、7 番
ブイ单西（地点 I）の 9 地点の溶存酸素量を本章では用いた。 






















として DB と DC を求めた。また、ある旪全体で観測値が無い場合、その前後の旪の
平均値を用いた。連続する 2 つの時期で観測値が無い場合、その旪間の時間差を重み
とした平均値を用いた。例えば、2005 年と 2008 年の地点 A の観測値 DA,2005と DA,2008























たとして、その地点とその旪に 1 を、2.5ml/l より大きかった場合には、その地点と
その旪に 0 を割り振った。各時期において、各地点の 0 と 1 を合計し、貧酸素水塊規
模とした。 
このように定義された貧酸素水塊規模と、2 章で用いた神奈川水産技術センターが
行った重要水産資源回復推進事業によるシャコの資源調査のうち、2006 年 7 月から




図 5-2 は、2005 年から 2009 年までの地点 A から I までの溶存酸素量を等高線で表
したものである。一般に、貧酸素水塊と呼ばれるのは、溶存酸素量が 2.5ml/l 以下の
水塊である。そこで、図 5-2 では溶存酸素量が 2.5ml/l より大きい部分を青、2.5ml/l
以下の部分を黄色、魚類の生残率に影響を及ぼすといわれている 2.0ml/l 以下の部分
をオレンジ、貝類の生残に危険を及ぼすといわれている 1.5ml/l 以下の部分を赤で示
した。この図より、2005、2006 および 2008 年には、貧酸素水塊が比較的長く東京
湾全体を覆っていたことがわかる。それに対して、2007 と 2009 年では、貧酸素水塊
が東京湾全体を覆っていた期間は短く、比較的速やかにその収縮が始まっていたこと
がわかる。 
図 5-3 に、5-2 で定義した 2005 年から 2009 年までの貧酸素水塊規模の経時的な変
化を表した。2005、2006 および 2008 年では、比較的長い期間にわたり、貧酸素水









算した。図 5-4 は貧酸素水塊規模とその翌年の 1 歳の調査捕獲尾数の年間平均との関
係である。貧酸素水塊規模が小さかった 2007 年の時に幼生期だった年級群のその後
の資源量は他の年級群のそれよりも多かった。これに対して、貧酸素水塊規模が大き
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［材料と方法］1995 年から 2006 年の毎月、横浜市漁業協同組合柴支所に所属する底曳網漁船で
の乗船調査、および、2007 年から 2009 年まで資源回復計画に基づく船上調査により得られたデ





［結果と考察］月 t におけるシャコの体長 Lt は Lt = 14.4(1 – exp(- 0.498(F(t/12) +0.619))) 
と推定された。ここで、F(t)は周期関数を表し、F(t) = t - (0.841/2π)sin(2π(t - 0.0197)) 
である。体長が水揚対象となる 110mmに体長が達するのは、成長式より 2年 4カ月と推定された。
次に、推定し加入量と動態モデルから求めた漁獲量は経年的な減尐傾向を示した(加入量 p ≤ 0.05、
漁獲量 p ≤ 0.01)。また、1994〜1997 年と 1998〜2001 年の 2 つの期間の平均加入量の間に有意差が

















東京湾におけるシャコ Oratosquilla oratoria の加入尾数の推定と資源管
理に関する研究 
